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ニュースリリース 

2018 年 5 月 31 日 

株式会社インテージリサーチ 

全国意識調査から見える理想と現実 

働き方、まだ遠い改革 

「できるだけ短時間で働きたい」が 7 割、でも恒常化する残業 

株式会社インテージリサーチ（本社：東京都東久留米市、代表取締役社長：井上孝志）は、自主企画調査 

「働き方に関する意識調査」を実施しました。全国の 20～69 歳の職に就く男女 6467 人を対象にしたインターネ

ット調査で、働き方の意識を聞いたものです。 

 

＜調査結果のポイント＞ 

1. 「働き方改革」という言葉を「聞いたことがある」と回答した人は、91.8%でした。昨年度の調査結果を大幅に

上回り、この一年で認知度が非常に高まったことがわかります 

2. しかし、働き方改革について「自社で取り組みがされている」と回答した人は 12.1%にとどまりました。「この

一年で変化があった」とする取り組みのうち、最も多いのは「残業時間が減った」の 38.9％。一方、「フレッ

クス勤務」や「在宅勤務」など、政府が推進する取り組みの普及はそれぞれ約 10%となっています 

3. 「理想とする働き方」として、74%が「できるだけ短い時間で働く」と回答しました。一カ月の残業時間が50時

間以上の人でも、67.8%が「短い時間で働く」ことを希望。「働き方」の理想と現実に、依然として大きな乖離

(かいり)があることが明らかになりました 

 

【考察】 

「一億総活躍社会の実現」に向け、「働き方改革」が提唱され始めてから、一年以上が経ちます。今回の意識

調査で言葉の認知度は 9 割を超えましたが、具体的な取り組みの浸透が進んでいるとは言い難い現実が明ら

かになりました。 

「職場で具体的な取り組みがされている」と回答した人は 12.1%にとどまり、いまだ改革への道のりは遠いと

言えます。「この一年で変化があった」とする取り組みのうち、「残業時間の削減」が最も高い 38.9%。「働く時間、

場所を調整できるようになった」は約 10%でした。政府はテレワークなどの推進を掲げていますが、勤務制度を

含めた改革はあまり進んでいない現状がうかがえます。 

さらに、残業の実態からは厳しい現状が見えてきます。「36 協定」で一カ月当たりの残業時間の限度は原則

45 時間と規定されているものの、「普段の残業時間が月 50 時間以上」と回答した人が全体の 5.9%。40 歳代男

性では 12.3%に上ります。性・年代や普段の残業時間の長さに関わらず、「より短い時間で働く」ことを理想とす

る人が約 7 割と大半を占める中、残業せざるを得ない状況は依然として変わっていません。働き方の理想と現

実の乖離をどう埋めるか。今後、より内実を伴った改革が求められると言えそうです。 

 

分析者： 中田 絢子 （公共サービス事業部 ソーシャル事業推進部） 

 

 

 

 

【報道関係のお問い合わせ先】 

■株式会社インテージリサーチ  経営企画部 担当：宇和野／萩森 

TEL：042-476-5300 FAX：042-476-5303 

【調査に関するお問い合わせ先】 

■株式会社インテージリサーチ 公共サービス事業部 広報担当：秦
はた

 

TEL：03-5295-2475 

サイト「お問い合わせフォーム」 https://www.intage-research.co.jp/contact/index.php/input 










